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所管事務調査報告書の提出について 

 

本委員会は、福島町議会定例会６月会議（平成２８年６月２１日）におい

て決定した、休会中の所管事務調査を終えたので、会議条例第１４７条の規

定により、下記のとおり報告する。 
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[委員会意見] 

 

調査事件４ その他所管に関する事項について（新たなまちづくり法人 

      設立について） 

（平成 28 年 10 月 5 日調査） 

 

 本事件については前回調査（平成 28年 8月 1日開催）において、新たなま

ちづくり法人設立の概要・運営内容の骨子等の確認をし、町の支援内容等を

調査した結果、設立準備会のこれまでの取り組み状況から、民間主導での理

想的な体制のスタートは難しく、町長が考える新法人の在り方（体制・認識

等）が十分共有されていない印象を受けるとともに、示された資料の内容

（収支計画の積算根拠等）に不明な点があることから継続調査とした。 

 また、前回調査後、町では法人設立に必要な基金の募集のため町内産業団

体等へ事業説明を行ったとのことであり、加入者(賛同者)の状況や前回調査の

委員会意見に対する町の考え方が示されたことからその内容を調査したもの

であり、その調査結果を以下のとおり報告する。 

 

【調査の論点と意見】 

 

（１）法人の設立について 

 新たなまちづくり法人の設立については、人口減少の現状や人口ビジョンへ

の対応として人口の現状維持あるいは人口増を目指す大きな政策の柱であり、

平成２９年４月事業開始に対応するため本年１１月に法人を設立することにつ

いては一定の理解をする。 

 しかし、前回（８月１日）の委員会意見でも指摘しているが、今回の委員会

資料において示された事業計画、初期投資を含めた収支計画についてもその積

算根拠等に不明瞭な点が多いことから、さらに詳細な資料が必要と思慮する。 

 

（２）資料の提出について 

 今回示された資料では、定例会１０月会議において法人設立に関する補正予

算の提案が予定されているが、上記で指摘のとおり今回示された資料では案件

について審議するには不十分である。 

１０月会議の審議にあたっては、今回の委員会において指摘された事項（事

業収入の考え方、平成２８年１１月から平成２９年３月までの初期投資を含め

た当面の収支計画等）について、議案説明資料として提示されなければ、議会

として、町の出資（１千万円）・各種の助成措置を含めた本案件の議決に対す

る町民への説明責任を果たすことができないものと思慮されることから、十分

対処されるよう求める。 

 

（３）事務局体制について 



 法人の運営上重要となる事務局体制については、事務局長を含め３人体制と

しており、事務局長については決定するまで副町長が務めるとの説明であるが、

法人運営が成功するかどうかは事務局体制がしっかり機能することが最重点課

題であると考える。また、法人の事業内容にある観光協会業務などはイベント

等、現場での対応が多く副町長の兼務では対応しきれないことが危惧されるこ

とから、早急に事務局長の確保及び事務局体制の確立を図られたい。 

 事務局長の選定にあたっては、新たな地域おこし協力隊員の募集と合わせて、

町外からのＩ・Ｕターン者の採用を検討されたい。 

 

（４）法人設立後の行政サポートについて 

 当初計画していた事業（クルージング等）が先送りとなったことで事業内容

が公益的事業に限定されたため、法人運営が軌道に乗るまでは行政のサポート

が必要不可欠と考える。資料では行政サポートとして役場庁舎の一部スペース

を無償貸与する等が挙げられているが、法人設立後想定されるサポート内容

（人的協力・財源支援等）について整理されたい。 

 

（５）町内賛同者へのアプローチについて 

 前回委員会終了後、町長・副町長が法人設立趣旨の説明と出資の依頼のため

町内産業団体等を回った結果、法人設立に当って３０名から出資の賛同を得た

ものの、出資額は未定とのことであり、想定している基金２千万円に達するか

は不明との説明であった。新法人の趣旨（目的）が民間主導によるまちづくり

であることからも、引き続き町内企業等へのアプローチを行い賛同者や基金の

確保に努められたい。 

 

（６）指定管理者の選定について 

 法人の主な業務は町施設の指定管理受託となっており、説明では今後公募の

条件等を決めるとのことであるが、町が示した資料の内容は指定管理者の受託

を前提として収支計画が立てられており、実質的に公募とならないことが思慮

される。また、定款の目的には（１）「福島町公共施設管理事業（指定管理者

制度）」と記載されているが、社団法人設立の主旨、町の指定管理者制度の在

り方からも疑義があり、「各種施設管理事業」等と修正を検討されたい。福島

町指定管理者制度の運用については、ガイドラインで「原則公募」と規定され

ていることから、制度の主旨に逆行することの無いよう慎重な対応を求める。 

 

 

  


